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 所沢市の財政について、わかりやすくお伝えするために発行している所沢市財政トークス。 

 今号は、平成 30 年度決算について、「１ 所沢市の財政規模」「２ 歳入決算」「３ 歳出決

算」「４ 貯金と借金」「５ 指標でみる所沢市の財政」の５本立てでご紹介します。 

 財政に詳しい方も、普段あまりなじみのない方も、この機会に、所沢市の財政について新

しい発見をしていただき、興味を持っていただけたら幸いです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２９号「平成３０年度決算」 

所沢市財務部財政課 令和元年１２月発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 所沢市の決算額は、年々増加傾向にあり、平成 26年度に初めて歳入が 1,000億円

を超え、28年度には初めて歳入・歳出ともに 1,000億円を超えました。 

 歳入と歳出の差額は、繰越金として翌年度の歳入に組み込まれます。 

 

 

 

【普通会計】は、各自治体の財政状況を、相互に比較するために用いられる全国共通

の会計区分です。所沢市では、「一般会計」＋「下水道事業会計の一部」＋「土地区画

整理特別会計」が普通会計となります。 

 今号では、この【普通会計】で所沢市の決算をご紹介しています。 
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繰入金・繰越金  

77 億 7,142 万円 7.3％ 

基金（貯金）の取り崩し額や、 

前年度からの繰り越し額 

使用料・手数料  

20 億 3,664 万円 1.9％ 

施設の使用料や証明発行手数料 

など 

その他  

28 億 619 万円 2.6％ 

保育料やふるさと納税による寄附

金、その他の収入 

市税  

531 億 6,979 万円 50.0％ 

市民の皆さんや法人に納めていた

だいた、市民税や固定資産税など 

国・県支出金  

248 億 2,361 万円 23.4％ 

特定の事業に対し、国や県から配分

された補助金など 

譲与税・交付金  

78 億 7,155 万円 7.4％ 

地方消費税や自動車取得税など、 

国や県が集めて市に交付される税金など 

地方交付税  

12 億 8,602 万円 1.2％ 

自治体の財政力に応じて、 

国から配分された収入 

市債  

65 億 4,434 万円 6.2％ 

道路や施設の工事などにあたり、 

国や銀行などから借り入れた額 

【 歳入総額 1,063 億 956 万円 】 

自主財源 

61.8％ 

依存財源 

38.2％ 

歳入は、平成 29 年度と比べると、約 39 億円の増となりました。このうち、大きな

要因となったのが、国・県補助金（約 19億円の増）、市債（約 11億円の増）です。 

このことから、平成 30 年度では、国や県の補助を受けて行う事業や、公共施設の整

備などに多くのお金を要していたことがわかります。 

２ 

 



- 3 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 歳出総額 1,000 億 1,128 万円 】 

歳出総額を所沢市の人口で割ると、１人当たりの金額は 29 万 805 円です。 

それぞれの目的別の内訳では以下のようになります。 

 

 

 

 

  改めて、民生費の割合が大きいことがわかりますね。 

 

 

 

土木費 

102 億 8,983 万円 10.３％ 

道路や河川、公園などの整備などに

要した費用 

民生費 

457 億 3,845 万円 45.7％ 

高齢者福祉、障害者福祉、生活福祉、

児童福祉、母子福祉、国民健康保険

や介護保険の一部などに要した費用 

教育費 

96 億 7,779 万円 9.7％ 

学校の整備や運営、生涯学習、 

スポーツ振興などに要した費用 

総務費 

108 億 6,452 万円 10.9％ 

市役所の運営、広報、選挙、市税の

賦課徴収などにかかった費用 

その他  

60 億 1,208 万円 6.0％ 

消防、議会運営、商業・産業・農業の振興、

災害復旧などに要した費用 

 

公債費 

64 億 2,061 万円 6.4％ 

国や銀行などから借り入れた 

市債の返済に要した費用 

衛生費 

110 億 800 万円 11.0％ 

健康増進、疾病予防、環境への取り

組み、ごみ収集・処理などにかかっ

た費用 

民生費 13 万 2,995 円   衛生費  3 万 2,008 円  総務費  3 万 1,591 円  

土木費  2 万 9,920 円  教育費  2 万 8,140 円  公債費  1 万 8,669 円  

その他（消防費・議会費・災害復旧費・商工費・農林水産業費・労働費）  1 万 7,482 円 

３ 
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平成 30年度の歳出は、平成 29年度と比較して、約２.3％の増額となりました。 

増額の大きな要因となったのは、土木費と衛生費であった一方、民生費は減額となり

ました。 

 

 

 

 

 

 道路や河川、公園の整備などにかかる土木費は、平成 29年度から約２％増えまし

た。 

 主な増額要因としては、所沢駅周辺で実施している所沢駅西口土地区画整理事業

や、日東地区（日吉町、東町）におけるまちづくり事業の２事業に、約 13億

2,500万円を要したことなどが挙げられます。 

 

 

 

 

 

 

健康増進、疾病予防、環境への取り組み、ごみ収集・処理などにかかる衛生費は、

平成 29年度から約 1.5％増えました。 

 主な増額要因としては、平成 15年に建設された東部クリーンセンターの延命化工

事が始まり、工事費などで約 13億円を要したことなどが挙げられます。 

 

 

 

 

 

 

 福祉や国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療保険の一部にかかる民生費は、平

成 29年度から約 2.6％減りました。 

 主な減額要因としては、これまで市町村が保険者となって運営してきた国民健康保

険について、市町村と都道府県が共同保険者となって運営を行うようになったこと

（国民健康保険の広域化）によって、市の負担が減り、国民健康保険特別会計の赤字

分を補てんするための、一般会計から国民健康保険特別会計への繰出金が、平成 29

年度から約 23億 8,000万円減額となったことが挙げられます。 

  

 

 
４ 
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自治体の歳出は、３ページでご紹介した「目的別」と、このページでご紹介する、経

済的性質を基準として分類した「性質別」の２通りの分類方法により、集計されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフの真ん中にある「義務的経費」は、扶助費、人件費、公債費といった、支出が

義務的で、市の判断で削減ができない経費を指します。この経費の歳出総額に占める割

合を「義務的経費比率」といい、この率が高くなると、財政運営の自由度が下がり「財

政の硬直化」につながります。 

所沢市の義務的経費比率は、平成30年度で51.2％でした。（平成29年度は53.0％、

平成 28年度は 51.3%でした） 

なお、埼玉県内の市町村の平均が 51.8％でしたので、県内では大体平均ぐらいの水

準となります。 

補助費等  

105 億 6,297 万円 10.6％ 

各種団体への助成金のほか、市が支

払う保険料などの費用 

扶助費 

287 億 5,325 万円 28.8％ 

生活困窮者や障害者、児童等に対する

支援にかかった費用 

繰出金 

88 億 4,565 万円 8.8％ 

国民健康保険や介護保険の運営などの 

ため、一般会計から特別会計に繰り出した

費用 

物件費 

151 億 1,001 万円 15.1％ 

その他の項目に分類されないもの

で、消耗品費や旅費、委託料などに

かかった消費的な費用 

その他  

56 億 61 万円 5.6％ 

 

普通建設事業費 

87 億 3,194 万円 8.7％ 

道路や学校、その他の公共施 

設の改修などの建設事業にかか

った費用 

 

公債費 

64 億 2,061 万円 6.4％ 

国や銀行などから借り入れた 

市債の返済にかかった費用 

人件費  

159 億 8,624 万円 16.0％ 

職員の給与や議員の報酬などに 

かかった費用 

 

義務的経費 

51.2％ 
投資的経費 

その他 

48.8％ 

５ 
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基金は、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立てるもので、自治体の貯金

とも言えるものです。 

所沢市の普通会計では、急激な歳入の減や、突発的な歳出の増に備えて積み立てる

「財政調整基金」、公共施設の整備を行う「施設整備基金」をはじめ、以下の 13種類

の基金があり、必要に応じて、取り崩しや積み立てを行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

前年度の繰越金（歳出と歳入の差額）による積立額が、約 24億 4,251万円であ

ったのに対し、取り崩し額は、約 1,280万円でした。 

一般会計から国民健康保険特別会計への繰出金が、前年度から、約 23億 8,000

万円減額となったこと（５ページ「民生費」参照）などが影響したものです。 

 

 

 

 

積立額が約 161万円であったのに対し、取り崩し額が約 1億 3,156万円でし

た。 

保全緑地用地購入のための取り崩し額が、約１億 3,007万円であったことなどが

影響したものです。 
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年度末基金残高の推移 

土地開発基金       入学準備貸付基金          福祉資金貸付基金 

交通遺児奨学基金       財政調整基金                  緑の基金  

道路整備基金     中心市街地再開発整備基金   小・中学生スポーツ振興基金 

施設整備基金       ふるさと応援基金    マチごとエコタウン推進基金 

地域産業活性化基金    
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公共施設の整備には、一時的に多額の経費が必要になります。これを、その年度の収

入だけで賄おうとすると、他の事業に経費が回らなくなってしまいます。また、公共施

設は、建設時の市民の方々だけでなく将来的に多くの方が利用するものです。 

こうしたことから「年度間の財源平準化」、「世代間の財政負担の公平化」のため、市

が国や銀行などから、耐用年数に応じた期間で借り入れを行います。この借入額を「市

債」といいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 借金（市債）の金額が身の丈に合ったものかを確認するための指標として、「実質公

債費比率」というものがあります。市の収入に対する、公債費（市債の返済額）の割合

を示したもので、25％を超えると、新たな借金をするのに制限が出てきます。 

所沢市の実質公債費比率は、2.4％であり、良好な状態であるといえます。 

 

 

 

埼玉県内の 40市の実質公債費比率の平均値は 4.6％で、所沢市は 10番目に値の低

い市でした。なお、比較的人口規模の近い市（人口 20万人台～30万人台）について

は以下のとおりでした。 
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年度末市債残高の推移 

●川越市 5.3％／27 位  ●越谷市 7.2％／35 位  ●草加市 4.2％／18 位 

●春日部市 3.9％／16 位    ●上尾市 4.5％／23 位 

 

７ 
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自治体の決算では、全国の自治体で行われている決算調製の結果を、自治体同士で比

較できるようにするため、全国共通の多くの指標が用いられています。 

ここまで、５ページで「義務的経費比率」、７ページで「実質公債費比率」をご紹介

してきましたが、新たな２つの指標から、所沢市の財政状況をさらに見ていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各市町村の規模ごとに、適切な行政サービスや公共施設維持などに必要とされるで

あろう経費（①基準財政需要額）と、収入が見込まれる税収など（②基準財政収入

額）を算出し、②÷①で出した数値の、過去３年分の平均値を「財政力指数」といい

ます。 

この数値が大きいほど、財源（収入）に余裕がある状態となり、１を超えると、そ

の自治体の収入のみで財政運営ができるものとして、国からの普通交付税が交付され

ません。 

所沢市の財政力指数は、0.９71 で、これは県内 40市の平均 0.868を大きく上

回り、7番目に高い数値でした。 

なお、県内の市で１を超えたのは以下の 3市で、生産年齢人口比率が高かった

り、商工業の発展などにより、市税収入が大きいといった特徴を持っています。 

■埼玉県内市 BEST３ ① 戸田市（1.247） ② 和光市（1.041） ③ 八潮市（1.014） 

 

 

人件費、扶助費、公債費など毎年度経常的に支出される経費に対し、市税、地方交

付税など、毎年度経常的に収入される経費がどのくらい使われているかを表す指標を

「経常収支比率」といいます。 

 この指標では財政の弾力化を測ることができ、数値が大きいほど、自由に使えるお

金が少なく、財政の硬直化が進んでいるといえます。 

 所沢市は、平成 29 年度の 94.9%から少し改善し、94.0%となりました。これは

県内 40市のうち 24 位でした。なお県内 40市の平均値は、94.3%でした。 

ちなみに、ちょうど 10年前、平成 20年度の所沢市の数値は、91.6%でした。

自由に使えるお金、だんだん減っているんですね…。 

■埼玉県内市 BEST３ ① 八潮市（85.2） ② 深谷市（85.2） ③ 戸田市（87.3） 
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